
事務事業No 事業名

216

[長期総合計画] [事業基本情報]

分野別目標 4 管理経費 管理経費

政 策 9

施 策 3 法定受託事務 法定受託事務

取組方針 2

Ｈ２０

事業実施の根拠法令

関連個別計画

担当課・担当課長（Tel）

関連課
現状維持 現状維持

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

当初予算 決算 当初予算 決算 当初予算 決算 決算 計画 決算

1,057,014 1,144,230 1,173,153 1,261,323 1,265,569 1,329,177 1,308,834

- - 11.0% 10.2% 7.9% 5.4% ▲100.0% 0.0% -

9,206 9,945 9,935 10,103 10,103 9,702 9,702

3,857 4,816 4,816 5,002 5,002 7,352 7,352

13,063 14,761 14,751 15,105 15,105 17,054 17,054

528,507 570,658 586,576 630,661 632,784 654,807 654,417

264,253 285,329 293,288 315,330 316,392 327,404 327,208

346,966

264,254 288,243 293,289 315,332 316,393 327,209
1.23 1.31 1.31 1.33 1.31 1.28 1.28

1.83 2.29 2.29 2.29 2.29 3.41 3.41

３　目標及び実績
単位 平成26年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 1,060 1,036 1,140 1,140

実績値 823 901

達成度(%) 77.6% 86.9%

目標値 45 51 59 59

実績値 43 44

達成度(%) 95.6% 86.3%

目標値 28,115 26,211 28,842 28,842

実績値 19,776 20,034

達成度(%) 70.3% 76.4%

目標値 301 277 316 316

実績値 229 276

達成度(%) 76.1% 99.6%

実
施
内
容

障害福祉サービスの訪問系
サービス等の支給決定を行
い、介護給付費等を支給し
た。
（対象事業）
居宅介護事業・重度訪問介護
事業・行動援護事業・同行援
護事業・共同生活介護事業・
共同生活援助事業・地域相談
支援事業・計画相談支援事業

障害福祉サービスの訪問系
サービス等の支給決定を行
い、介護給付費等を支給す
る。
（対象事業）
居宅介護事業・重度訪問介護
事業・行動援護事業・同行援
護事業・共同生活援助事業・
地域相談支援事業・計画相談
支援事業

障害福祉サービスの訪問系
サービス等の支給決定を行
い、介護給付費等を支給す
る。
（対象事業）
居宅介護事業・重度訪問介護
事業・行動援護事業・同行援
護事業・共同生活援助事業・
地域相談支援事業・計画相談
支援事業

障害福祉サービスの訪問系サー
ビス等の支給決定を行い、介護
給付費等を支給する。
（対象事業）
居宅介護事業・重度訪問介護事
業・行動援護事業・同行援護事
業・共同生活援助事業・地域相
談支援事業・計画相談支援事業

障害福祉サービスの訪問系
サービス等の支給決定を行
い、介護給付費等を支給す
る。
（対象事業）
居宅介護事業・重度訪問介護
事業・行動援護事業・同行援
護事業・共同生活援助事業・
地域相談支援事業・計画相談
支援事業

平成30年度

当初予算

3.4%

9,702

事業費 1,308,834

事業費等　（千円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

伸び率（％）

42

活
動
指
標

そ の 他

7,352

国庫支出金

県支出金

17,054

654,417

人件費

正規職員
正規職員以外

小計

平成27年度

所要人数
（人）

正規職員
正規職員以外

258

成
果
指
標

23,833

942

869

主な予算内訳

20,222

84.8%

106.2%

243

92.3%

障害福祉サービス等給付費　1,308,834千円

1.28

居宅介護等実利用者数

指標名

人

93.3%

居宅介護等月間延利用時間

共同生活援助利用者実人数

箇所

時間

人

共同生活援助事業所数

45

市　　債

327,208

3.41

327,209一般財源（税等）

障害者総合支援費

一般会計

民生費

事　務　事　業　チ　ェ　ッ　ク　シ　ー　ト

在宅サービス事業

事業区分(1)
事業経費

その他

障害のある人の自立と社会参加の推進

誰もが安心して住み続けられる持続可能なまち

その他

款

平成２８年度 平成２９年度平成２６年度 平成２７年度

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
障害福祉サービスの訪問系サービス及び居住系サービスを実施する。
（実施事業）
居宅介護事業・重度訪問介護事業・行動援護事業・同行援護事業・共同生活援助事業・地域相談
支援事業・計画相談支援事業

障害者総合支援法に基づく介護給付費等の支給決定を受けた障
害のある人に対して訪問系サービス及び居住系サービスを実施
し、障害のある人の地域生活の安定と自立促進を図る。

障害者支援課

保健対策課

平成３０年度

和歌山市障害者計画・和歌山市障害福祉計画

西　喜彦（435-1060）

事業期間 ～

大事業

項

障害者総合支援事業

会計

地域生活支援事業事項

会計・
予算区分

継続事業種別

地域での生活を送るための支援体制づくり
事業区分(2)

自治事務

将来に向かって希望の持てる福祉社会の形成

社会福祉費

目



４　事業の評価

○

○

○

○

○

○

○

○

○

５　今後の方向性（担当課評価）

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

縮小 現状維持 拡大

評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している

[妥当性]官民の役割は妥当か 市が行うべき

横ばい 減少している

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか

中長期的に取り組む 緊急性は薄い

できない

[妥当性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい

他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む

一部見直しが必要

達成している(90%以上) おおむね達成(70～90%未満)

[有効性]上位施策への貢献度 貢献度は低い一定の貢献度がある重要かつ高い貢献度がある

[有効性]更に効果が期待できるか できる あまりできない

[効率性]事業費を抑制できるか

　コスト投入の方向性

達成していない(70%未満)

ゼロ

できない 制約はあるが可能性はある できる

見直しが必要

[効率性]受益者負担の見直し 適正 負担は求められない 見直しが必要

見直し・改善内容

担当課評価の根拠
年々利用者が増加していることから今後も増加することが見込まれるうえ、報酬単価等が国で定められた事業である
ことから、現状の方向性で問題ないと考える。

事
業
内
容
の
方
向
性


